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国立大学法人鳴門教育大学共催及び後援に関する要項

平成２４年 ３月３０日

学 長 裁 定

改 正 平成２６年 ３月２５日

平成２９年 ３月 ８日

平成３１年 ３月２７日

令和 ２ 年１０月１４日

（趣旨）

第１条 この要項は，国立大学法人鳴門教育大学（以下「本法人」という。）が，団体又

は個人（以下「団体等」という。）の主催する事業について，共催又は後援（以下「共

催等」という。）する場合に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要項において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号の定めるところに

よる。

(1) 事業 団体等が主催する会議，研究会，シンポジウム，競技会，キャンペーンその

他の催事をいう。

(2) 共催 団体等が主催する事業について，鳴門教育大学（以下「本学」という。）が

共同して開催することをいう。

(3) 後援 団体等が主催する事業について，本法人がその趣旨に賛同し，本学の名義の

使用を認めることをもって支援することをいう。

（共催等の要件）

第３条 本法人が，共催等することができる事業は，次の各号に該当するものでなければ

ならない。

(1) 教育，学術，文化又は体育の向上普及に寄与する事業で，かつ，本法人の施策の推

進に寄与すると認められること。

(2) 政治的，宗教的又は営利的な事業ではないものであること。

(3) 主催する団体等が，国及び地方公共団体の機関，教育研究機関並びに教育，学術，

文化又は体育に関する団体（任意団体を含み，宗教団体を除く。）その他学長が特に

認めたものであって，当該事業を遂行できる能力があると認められること。

(4) 入場料，参加料等を徴収する事業にあっては，その額が適正なものであると認めら

れること。

(5) 事業を行うに当たって，本法人は，当該事業に係る経費を一切負担しないものであ

ること。ただし，共催事業にあっては，この限りでない。

(6) 参加者等に生じた損害について，本法人が損害賠償を負わないものであること。

(7) 共催事業にあっては，本法人の職員，本学の学生等が企画，運営等に参画するもの

であること。

（申請）

第４条 本法人との共催等を希望する団体等の代表者等（以下「申請者」という。）は，

原則として当該事業開始予定日の１か月前までに，共催等申請書（別記様式第１号）を
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学長に提出し，その承認を受けなければならない。

２ 前項の申請書には，定款，会則等団体等の概要を示す資料を添付するものとする。た

だし，学長が必要がないと認めるときは，この限りでない。

（決定）

第５条 学長は，前条第１項の申請があったときは，事務局長との協議に基づき，必要に

応じ当該事業に関連する業務を担当する理事又は副学長の意見を聴いて，共催等の承認

又は不承認を決定するものとする。

２ 学長は，前項の決定に当たり必要があると認めるときは，申請者に対し，前条第２項

に掲げる資料以外の資料について提出等を求めることができる。

３ 学長は，共催等の承認を決定するときは，必要に応じ，条件を付することができる。

４ 第１項の規定にかかわらず，過去に共催等を承認した団体等から当該承認に係る事業

に類する事業の共催等について申請があったときは，事務局長が共催等の承認又は不承

認を決定するものとする。

（通知）

第６条 学長は，共催等の承認又は不承認を決定したときは，共催等承認決定通知書（別

記様式第２号）又は共催等不承認決定通知書（別記様式第３号）により，申請者に通知

するものとする。

（遵守事項）

第７条 共催等を承認された団体等（以下「主催団体等」という。）は，当該事業の開催

に係るポスターその他印刷物等に，承認された事項に応じ，本学の名義を使用すること

ができる。

２ 印刷物等に本学の名義を使用する主催団体等は，あらかじめ学長に当該印刷物等を提

出するものとする。

３ 主催団体等が，当該事業実施のため，本法人の施設の利用を希望するときは，別途当

該施設の利用手続を経なければならない。

４ 本法人の施設を利用する共催事業については，主催団体等から利用料金を徴収しない

ことができる。

（申請事項の変更）

第８条 申請者は，申請書に記載した事項に変更があったときは，直ちに学長に届け出な

ければならない。

（承認の取消し）

第９条 学長は，申請に虚偽の事実があったこと又は本要項の規定若しくは本法人の付し

た条件に違反したことが判明したときは，当該承認を取り消すものとする。

（取消しの通知）

第１０条 学長は，前条の規定により共催等の承認を取り消したときは，共催等承認取消

通知書（別記様式第４号）により，申請者に通知するものとする。

（報告）

第１１条 学長は，共催等を承認した事業が終了したときは，必要に応じ，主催団体等に

報告書の提出を求めることができる。

（適用除外）
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第１２条 本法人が包括的な連携協定等を締結している団体等の主催する事業について，

当該連携協定等の趣旨に基づき後援する場合には，第３条から前条までの規定を適用し

ない。この場合において，当該事業の学内責任者は，あらかじめ本学の名義の使用を学

長に届け出るものとする。

（準用）

第１３条 この要項の規定は，本法人が，団体等の主催する事業について，協賛，協力，

推薦等する場合に準用する。

（事務の処理）

第１４条 共催等に関する事務は，総務部総務課において処理する。

（雑則）

第１５条 この要項に定めるもののほか，本法人が，団体等の主催する事業について，共

催等する場合に必要な事項は，学長が別に定める。

附 則

１ この要項は，平成２４年４月１日から実施する。

２ この要項の実施前に共催等を承認している事業については，この要項により承認した

ものとみなす。

附 則

この要項は，平成２６年４月１日から実施する。

附 則

この要項は，平成２９年４月１日から実施する。

附 則

この要項は，平成３１年４月１日から実施する。

附 則

この要項は，令和２年１０月１４日から実施し，令和２年４月１日から適用する。
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別記第１号様式（第４条関係）

年 月 日

共 催 等 申 請 書

国立大学法人鳴門教育大学長 殿

住 所

氏 名

電話番号

下記事業について，〈共催・後援・( ) 〉くださるよう申請します。

記

申 請 の 種 類 □ 共催 □ 後援 □ ( )

事 業 名

開催・使用期間 年 月 日（ ） ～ 年 月 日（ ）

開 催 場 所

主 催 者 団体(個人)名

同 住所

代表者等氏名

学 内 責 任 者

事 業 の 概 要

目的，内容，

学術的意義等

参加予定者数

備 考

注１ 共催事業にあっては，学内責任者を必ず明記してください。

２ 定款，会則等団体等の概要を示す資料を添付してください。
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別記第２号様式（第６条関係）

年 月 日

共催等承認決定通知書

（申 請 者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長

○ ○ ○ ○ 印

年 月 日付けで申請のありました，〈共催・後援・( ) 〉について，

下記のとおり承認することに決定しましたので通知します。

記

共催等の区分 〈共催 ・ 後援 ・ ( ) 〉

名 義 鳴 門 教 育 大 学

事 業 名

開催・使用期間 年 月 日（ ） ～ 年 月 日（ ）

開 催 場 所

主 催 者 団体(個人)名

同 住所

代表者等氏名

学 内 責 任 者

承 認 の 条 件 １ 本法人は，当該事業に係る経費を一切負担しない。

２ 参加者等に生じた損害について，本法人は，賠償責任を負わない。

３ 本法人の施設，設備等の利用を希望するときは，別途当該施設の利用

手続を経ること。

４ 申請書に記載した事項に変更があったときは，直ちに届け出ること。

注 承認条件は，通常上記のとおりとする。ただし，共催等の区分に応じて必要な変更を

加え，使用するものとする。
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別記第３号様式（第６条関係）

年 月 日

共催等不承認決定通知書

（申 請 者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長

○ ○ ○ ○ 印

年 月 日付けで申請のありました，〈共催・後援・( ) 〉について，

下記のとおり承認しないことに決定しましたので通知します。

記

事 業 名

理 由

備 考
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別記第４号様式（第１０条関係）

年 月 日

共催等承認取消通知書

（申 請 者） 殿

国立大学法人鳴門教育大学長

○ ○ ○ ○ 印

年 月 日付けで申請のありました，〈共催・後援・( ) 〉について，

下記のとおり承認を取り消したので通知します。

記

事 業 名

理 由

備 考


